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1　はじめに

　　我が国においては、これまで、宇宙通信分野の研究開発を実施し・所要の成果を

収めてきたところであるが、情報通信基盤整備における衛星通信システムの果たす

役割の重要性の増大、通信・放送に対するパーソナル化、マルチメディア化等の

　ニーズの高度化、多様化への対応等の観点から、今後とも当該分野の技術開発が重

　要になっている。

　　このような状況を踏まえ、将来の宇宙開発における基盤技術である大型展開アン

　テナ技術並びに陸上移動体衛星通信技術及び移動体衛星音声放送技術の宇宙実証を

　行うための衛星（以下「次期研究開発衛星」という。）の開発及び運用実験の進め

　方についての検討及び連絡調整を行うことを目的として、平成6年12月、郵政省、

　科学技術庁をはじめとした蘭係機関からなる「次期研究開発衛星に関する連絡会

　（以下「連絡会」という。）」を設置し、検討を実施してきたが、本報告書は、次

　期研究開発衛星に係る開発の進め方についてとりまとめたものである。

2　宇宙通信分野の研究開発の必要性

（1）我が国においては、21世紀に向けた知的社会の構築のため、高度な情報通信

　基盤の整備に重点的に取り組んでいるところである。この情報通信基盤の整備に

　おいては、光ファイバ網が基幹的な役割を果たすことが期待されているが、光

　ファイバ網にはない同報性、広域性、耐災害性、回線設定の柔軟性等の長所を有

　する宇宙通信システムについても、果たす役割の重要性が増大している。

●

（2）特に、通信・放送に対する国民のニーズは、パーソナル化、マルチメディア化

　など急速に高度化、多様化しており、これらのニーズに的確に対応していくため

　には、光ファイバ網や、地上系無線システム等に加えて・上記のような特徴を有

　する宇宙通信システムの利用が必要になる。

（3）このようなニーズに対応可能な宇宙通信システムを構築するためには・現時点

　において実現されていない高度な技術が必要となること、世界的に最先端の技術

　開発を行うことにより世界各国に対して技術的な貢献を果たしていくことが必要

　にあること等から、今後とも宇宙通信分野の研究開発を継続的に進めていくこと

　が必要である。
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3　次期研究開発衛星の研究開発の目的

　次期研究開発衛星の研究開発は、次の技術の宇宙実証を行うことを目的とするも，

のである。

（1）大型展開アンテナ技術

　ア　地球局端末の送信電力を小さくできること、小さなアンテナで十分な受信電

　　力を確保できることから、携帯型端末（出力1W程度）による移動体衛星通信

　　が可能となり、これを用いたシステムは、地震等の災害時における通信手段の

　　確保に不可欠である。

　イ　自動車等の移動体向けにCD並みの高品質な音声や静止画像の伝送を可能と

　　する移動体衛星デジタル音声放送等を可能とする。

　ウ　将来の月・惑星探査機、地球観測衛星等で必要となる大型展開構造物技術の

　　習得に資する。

（参考）

　現在、我が国において研究されている通信放送用の大型展開アンテナは、オ

フセット型のトラス構造のもので、世界初の技術であり宇宙実証の例はない。

　なお、文部省宇宙科学研究所が平成8年度に打上げを予定している第16号科

学衛星（MUSES－B）に搭載されるスペースVLB　l用アンテナは、①重量が比較的重

く、大型化に適さないこと、②展開構造が複雑なこと、③センターフィード方

式であるため、サイドローブが大きく他国と干渉問題が発生したり、マルチ

ビームによる周波数再利用が困難になることなどの理由から、通信・放送衛星

システムへの適用は困難と考えられる。

（2）　高出力中継器技術

　ア　大型展開アンテナ技術と併せて、地上の小さなアンテナで送受信でき、携帯

　　型端末による移動体衛星通信が可能となるとともに、地震等の災害時における

　　通信手段の確保にも不可欠。

　イ　自動車等の移動体向けにCD並みの高品質な音声や静止画像の伝送を可能と

　　する移動体衛星デジタル音声放送等を可能とする。
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（3）　衛星搭載交換機技術

　ア　衛星上で直接回線接続を行うことにより、地上交換機を経由する場合に比

　　較して伝送遅延の短縮ができ、回線交換を効率的に行うことを可能にする。

　　また、再生中継機能を加味することにより、回線品質を改善することができ

　　る。

　イ　地上交換機を経由しない回線接続が可能となることから、災害に強い回線

　　とすることが可能となる。

　ウ　将来のマルチメディア衛星通信に必要なデータ通信（パケット通信）を可

　　能とする。

4　これまでの研究開発の経緯と平成7年度の予定

　次期研究開発衛星に関するこれまでの研究開発の経緯は次のとおりである。

（1）平成4年度

　　宇宙開発委員会において、移動体衛星デジタル音声放送等の実現に必要となる

　10m程度の大型展開アンテナや高出力中継器、大容量衛星間通信の実現に必要

　となるミリ波や光を用いた衛星間通信機器等に関する技術を宇宙で実験・実証す

　ることを目標とした「次世代の通信・放送分野の研究開発衛星についての研究」

　が認められ、郵政省において概念設計を実施した。

●
（2）平成5年度

　　郵政省において、前年度に行った概念設計結果を踏まえ、設計検討を行った。

　　この際、衛星間通信ミッションを取り除き、大型展開アンテナを2面とする移

　動体衛星通信システムの検討を実施した。

（3）平成6年度

　　宇宙開発委員会において、陸上移動体衛星通信及び移動体衛星音声放送システ

　ムのミッション機器に関する開発研究と、次世代技術の実証システムに関する研

　究が認められ、郵政省及び科学技術庁においてそれぞれ行われている。

（4）平成7年度

　　郵政省において引き続きミッション機器の開発研究を行うとともに、科学技術

一3一



庁においては、字宙開発委員会において認晦られた大型展開アンテナ搭載衛星シ

ステムの研究を実施する予定である。

5　研究開発を行う必要性及び緊急性

　次期研究開発衛星の研究開発を行う必要性及び緊急性は次のとおりである。

（D移動体衛星通信システム

　ア　日本電信電話（株）が本年打上げ予定のN－STAR（寿命10年）では、自

　　動車や船舶への搭載型端末を使用した移動体衛星通信サービスの提供が予定さ

　　れているが、今後の利用者のニーズを考慮すると、次世代においてはパーソナ

　　ルサービスが一層進展し、手軽に持ち運びが可能なより一層小型の携帯型端末

　　が必要になってくるも6と考えられるため、これを実現する技術を確立するこ

　　とが必要である。

イ　また、通信のパーソナル化の進展とともに、移動端末間の通信ニーズが増大

　するものと考えられるが、回線品質を向上するとともに、回線を効率的に利用

　するためには、衛星搭載交換機の開発が必要である。

　　なお、ESAにおいても、　lSDN基本インタフェース（64kbps）に対応

　する衛星搭載交換機について研究開発が行われているところである。

ウ　なお、現在、米国や欧州において非静止衛星による移動体衛星通信システム

　の構想が具体化されており、また、地上系では携帯電話のサービスが既に行わ

　れているが、これらのシステムには、それぞれ長所と短所があり、国民が「い

　つでも、どこでも、だれとでも」通信を可能になるようにするためには、これ

　らのシステムと静止衛星システムが相互に補完しつつネットワークを構成する

　ことが必要である。これらのシステムの具体的な特徴、適用領域は表1及び図

　1に示すとおりである。

工　欧米諸国においては、AMSC社（米国）及びTMI社（カナダ）が本年に

　Lバンドを利用したサービスを予定しており、次世代システムには携帯型端末

　の利用が可能なサービスを予定している模様である。また、ESAにおいても・

　静止衛星による移動体衛星通信システム（LLM）の研究開発を行っており・
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1997年末打上げ予定のアルテミスに搭載され、各種実験が行われる予定と

なっている。

（参考）FPLM丁Sについて

　　　移動体衛星通信については、関連の技術開発動向として・21世紀の

　　パーソナル移動通信システムであるFPLMTS（Future　Public　Land

　　MobUe　Telecomnunication　Systems：将来の公衆陸上移動通信システム）

　　がある。

　　　FPLMTSとは、世界中どこでも同一の携帯端末を使用した通信を可

　　能とするため、地上系と衛星系を統合し、国際的に統一された規格により

　　構成される第三世代あ移動通信システムであり、現在、国際電気通信連合

　　　（lTU）において標準策定作業が行われている。

　　（2）移動体衛星デジタル音声放送システム　　　　．

　　　ア　WARC－92において移動体衛星デジタル音声放送用の周波数が分配され、

’　　　ITUにおいて、放送方式等の標準化、技術基準が作成されつつあり、可能な

　　　　限り平成10年（1998年）までの適切なWRC（世界無線通信会議）によ

　　　　り、移動体衛星デジタル音声放送のための世界的なチャンネルプランを策定す

　　　　ることとなっている。

イ　また、欧州ではEBU（欧州放送連合）を中心に放送方式の研究開発を進め

　ており、カナダ等では野外実験を通じて研究開発を進めている。米国において

　も本年1月、FCCが2310－2360MHzの周波数帯についてDARS（Digitai

　Audio　Radio　Service）を行う衛星用の周波数を分配している。

ウ　このため、世界的に割り当てられた2．5．GHz帯における我が国の周波数

　権益を確保するためには、チャンネルプラン策定前に移動体衛星デジタル音声

　放送の衛星開発を進め、移動体衛星デジタル音声放送技術を確立する必要があ

　る。

一5一



（3）非常災害時における通信・放送手段の確保

　　今回の阪神・淡路大震災においては、通信手段として衛星地球局の利用が効果

　的であったが、中には、電源が使用不能であったり、道路渋滞により車載型地球

　局の運搬が困難であった等の問題が指摘されているため・このような非常時にお

　ける通信・放送手段を確保するため、商用電源を必要とせずに電池で動作する携

　帯型端末・受信機が使用できる衛星システムを実現することが不可欠になってき

　ている。

6　次期研究開発衛星の全体構成

　　次期研究開発衛星は、これまでの概念設計の結果等を踏まえ、2トン級の静止衛

　星とし、10m級の大型展開ナンテナ、400W級大出力中継器、衛星搭載型交換

　機等を搭載することを想定して今後の検討を行うことが必要である。

●

7　関係機関の役割分担

　（D基本的考え方

　　ア　宇宙開発委員会計画調整部会分科会報告（平成5年7月）を踏まえ、原則とし

　　　て基礎的・先導的な技術もしくは研究開発要素が多く開発リスクが大きい技術開

　　　発については、民間と適切な協力の基に国の計画として実施することが必要であ

　　　る。

　　イ　その際には、我が国のこれまでの技術の蓄積や成果が本研究開発に十分に活か

　　　されるようにするとともに、資金及び人材の効率的、効果的利用が可能となるよ

　　　うにする。

（2）具体的分担

　　具体的分担については、上記基本的考え方に基づき、原則として表2のとおり

　とし、詳細については、今後関係機関において検討するものとする。

8　開発スケジュール等

　（1）次期研究開発衛星については、5で述べた研究開発を行う必要性及び緊急性を

　　考慮し、平成13～14年度頃の打上げを目標に研究開発を進める必要がある。

　　　なお、開発期間については、過去の衛星の開発実績及び経験から・5～6年を
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　必要とすることを考慮する必要がある。開発スケジュールの案を表3に示す。

（2）開発経費については、極力逓減し、資金を有効に活用することが必要である。

（3）本衛星は、H－Hロケットにより打ち上げる。
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表1 移動体通信システムの特徴と適用領域

対象となる

システム サービスエリア 衛星数 特　長 研究開発状況

複数 ・全世界的に分散する需要や国際通信需要を対象とする 世界的には開発段階

非静止衛星 全世界 イリジウム　　　　66 のに最適。 日本では基礎研究段階

系携帯電話シ グローバルスター48 ・システムを経済的に構築するためには、特定地域や国

ステム オデッセイ　　　　12 に偏った需要に対応するシステム構成よりも全世界的’

インマルP　　　　12 に薄く広がった需要に対応するシステム構成が効率的

・基本的には、地上系のサービス提供が困難な地域（将 世界的には研究段階

静止衛星系 日本または／および周囲 1～2個 来電には数十万～百万以上の需要）を補完し、地上系 日本では研究段階

携帯電話 のアジア各国等の特定地 と併せて完全な全国サービスを実現。

システム 域 ・非静止衛星系による国内地上系サービスの補完も可能

だが、特定地域に偏った需要（数輩～数十万）を収容

するシステム構成をとることはシステム全体の効率が

低下するため、地上系サービスの完全補完は困難

・サービスする地域として、通信需要が高い市町村等の 世界的には実用段階

地上系 大都市から地方都市レベ 一 人ロ密集地域に有効。 日本でも実用段階

携帯電話 ルまでとその周辺地域 ・高トラピック地域をカバーするため伝送量は比較的大

システム きい。

簡易型 ・特定の都市内などスポット的に集中する需要に対して 世界的には実用段階

携帯電話 特定の都市内等スポット 一 最も経済的・効率的にシステム構成が可能。 日本でも実用段階

システム 的に需要がある地域 ・都市郊外などの単位面積当たりの需要密度が小さくな

（PHS） れば、サービスエリアが数百メートル程度と極めて小

さいため基地局への投資効率が低下しコストは増える

（参考）

1　現在の携帯電話の普及率は人ロの約2％弱であるが、西暦2000年には1千万契約（10％程度の普及率）、2010年には2千万を超える

との予測（電気通信技術審議会）がなされている。

2　この膨大な需要を賄うためには、それぞれの需要特性に応じた最適システムが相互補完しながらサービスを行うことが不可欠である。



表2　ミッション機器の関係機関の役割分担※1

作業項目 研究段階 開発段階 備　　考

1　ミッション機器（全体）設計 NASDA
i協力機関※2と協力して要求条件

@を設定）

NASDA（協力機関は支援） 通信システムとしての全体設計は

~ッション毎に協力機関が実施、

v求条件として整理しNASDA
ﾆ調整する。

2　ミッション機器インテグレーション NASDA（協力機関支援） NASDA（協力機関はサブシス
eム試験の実施、システム試験の

x援）

3　大型展開アンテナリフレクタ部 協力機関

iNASDAは、協力機関の研究
ｬ果を把握しつつ設計検討、部分

詩?詞ｱ等を実施）

NASDAと協力機関との共同開
ｭ（例：協力機関は特殊な解析、試

@　　験等を分担）

具体的分担は技術的検討を基に今

纈ｲ整する。

J発成果は共有する。

4　アンテナ給電部 協力機関（NASDA支援：） 協力機関（NASDA支援）

5　高出力送受信部 協力機関（NASDA支援） 協力機関（NASDA支援）

6　搭載交換機部 協力機関（NASDA支援） 協力機関（NASDA支援）

7　フィーダリンク部 NASDA（地上系1／Fに関し
ﾄは協力機関と調整）

NASDA ミッション機器インテグレーショ

唐ﾌ一環として必要

8　高精度時刻基準装置部 NASDA NASDA NASDAのミッション機器候補
ﾆして検討中

※1　本役割分担は、資金については未調整である。
※2　協力機関とは、郵政省通信総合研究所、（株）日本電信電話、（株）次世代衛星通信・放送システム研究所のことである。
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図1．移動体通信システムの適用領域



参考1

次期研究開発衛星に関する連絡会構成員

（五十音順）

内田　國昭

加藤　邦絋

鮫島　秀一

瀬山　賢治

中丸　邦男

松井　豊山

三浦　秀一

米山　一彦

郵政省通信総合研究所宇宙通信部長

日本電信電話（株）研究開発本部技術企画部長

日本電信電話（株）NTTワイヤレスシステム研究所衛星通信研究部長

科学技術庁研究開発局宇宙開発課長

宇宙開発事業団計画管理部長

郵政省通信政策局宇宙通信政策課長

宇宙開発事業団軌道上技術開発システム本部副本部長

（株）次世代衛星通信・放送システム研究所代表取締役副社長

●



次期研究開発衛星に関する連絡会作業部会構成員

（五十音順）●

石原　秀昭

乙津　祐一

梶井　誠

黒川　勢一

高橋　久克

浜本　直和

渡辺　光庸

宇宙開発事業団計画管理部次長

（株）次世代衛星通信・放送システム研究所研究開発本部長

宇宙蘭発事業団軌道上技術開発システム本部主任開発部員

日本電信電話（株）研究開発本部技術企画部担当部長

（第3回から）

日本電信電話（株）研究開発本部技術企画部技術企画担当部長

（第2回まで）

郵政省通信総合研究所宇宙通信部移動体通信研究室長

日本電信電話（株）N丁Tワイヤレスシステム研究所衛星通信研究部構

造研究グループ主幹研究員

●
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参考2

次期研究開発衛星に関する連絡会検討状況

第1回連絡会（平成6年12月15日）
議題 （D検討の進め方について

（2）各機関における研究開発状況について

（3）‘その他

第1回作業部会（平成6年12月27日）
　議題（1）検討すべき事項について
　　　　　（2）その他

第2回作業部会（平成7年1月20日）
　議題（1）検討すべき事項について
　　　　　（2）その他

第3回作業部会（平成7年2月9日）
　議　題　（1）次期研究開発衛星の位置付け

　　　　　（2）検討スケジュール

　　　　　（3）その他

第4回作業部会（平成7年2月23日）
　議　題’（1）開発分担の基本的考え方について

　　　　　（2）　「開発研究」移行への条件について

　　　　　（3）その他

●

第5回作業部会（平成7年3月2日）
　議　題　（1）　「次期研究開発衛星の研究開発の進め方について　中

　　　　　　間とりまとめ（案）」について

　　　　　（2）その他

第2回連絡会（平成7年3月13日）
　　　　議題　　（D　「次期研究開発衛星の研究開発の進め方について　中間とりま

　　　　　　　　　とめ（案）について

　　　　　　　　（2）その他

第6回作業部会（平成7年4月11日）
　議　題　（D報告書のとりまとめについて

　　　　　（2）その他

第3回連絡会（平成7年4月18日）
　　　　議題　　（D報告書のとりまとめについて

　　　　　　　　（2）その他
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宇宙環境利用部会報告（素案）のポイント
　　（宇宙環境利用の当面の推進方策）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成8年5月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇　宙　利　用　課

（1）宇宙環境利用のとりまとめ

　宇宙環境利用の計画的、効果的な推進のため、宇宙開発委員会において、
我が国全体の宇宙環境利用のとりまとめ（方針策定等）を行う。

　特にJEM利用に向けた宇宙環境利用については、従来の各機関毎の利
用要求のとりまとめ等を改め、絵合的に利用要求をとりまとめる　具　的

な研究課題の設定、JEM利用テーマの評　・選定等を行う　産学官の研
究　からなる　凸面　NASDAが運営　を　たに設署。

● （2）宇宙環境利用研究の推進

　宇宙実験の特殊性を克服し宇宙環境利用の可能性を引き出していくため、
公募により研究を｝進ずるシステムを　たに整　。公募にあたり宇宙環境
利用が有効な研究領域を設定するとともに、研究の実施にあたり研究者の
自主性・主体性が発揮できる体制の構築を図る。

（3）JEM利用の効果的推進

●

　JEM利用に向けた宇宙環境利用の効果的推進のための中核的役割を担
う組織として、宇　閉発事　団に宇　瑠境利用研究センターを　たに整　。

本研究センターでは、JEM利用テーマとして選定された研究テーマにつ
いて、提案した研究機関・研究者等と協力して研究を実施する。また、J
EM利用に向けた宇宙環境利用推進の牽引力となる研究を自ら計画的に進
めるとともに、情報の提供等をはじめとして、宇宙環境利用の推進のため
のさまざまな支援を行う。

（4）JEM利用テーマの選定

JEM利用テーマは、以下の2つの方法で公募し、選定する。
・共通的・汎用的実験装置を利用した研究テーマのタイムリーな選定
　（実験実施の2年程度前を目途に選定。）

・宇宙開発委員会の定めるJEM利用の考え方の下に、国際的な調整、
実験装置の開発等を行う十分な潅　期間を　呆する時期の選定
　（実験実施の3～6年程度前を目途に選定。）
利用テーマの評　及び選定は、斗学技術上の意義を基准として、総合的
に利用要求をとりまとめる　員会で行い、宇宙開発　員会に　告する。

（参考）従来は、7年前から公募を開始し、一次選定。一次選定されたものか
　　　ら、実験実施の3年前までに利用テーマを選定。また、宇宙開発委員
　　　会の下のワーキンググループで評価し、宇宙開発委員会で選定。
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宇宙環境利用の当面の推進方策

J醐用無繊鋭

JEM利用計画の策定

提案した研究機関・研究者等と
宇宙環境利用研究センターとの
協力による研究の実施

，；宇宙環境利用砺究センターの支

．．援による宇宙実験計画の作成

JEM利用テーマの選定

十分な準備期間が確保できる

時期の研究テーマの選定
ll準準的・共通的実駿装置等を利用し

．た研究テーマのタイムリーな選定

公募により研究を推進する
システムによる研究

（研究テーマの募集）

（JEM利用テーマの募集）

　　　　合

宇宙璋境利痢薪究毛ン女」が冗

’自ら計画的に進める研究 各研究機関・利用機関の研究

「一一一一「
L」　：JEM利用に向けて総合的に利用要求をとりまとめる専門的組織での検討対象


